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I．本マニュアルの位置づけと構成 
 

１. 統計ミクロデータとオンサイト施設 

統計ミクロデータとは、国勢調査や経済センサスなどの統計調査の集計前の個票形式の

データのことを指し、オンサイト施設で利用することができる。オンサイト施設とは、情

報セキュリティが確保された環境で、許可を行けた分析者が統計ミクロデータを用いて独

自の集計・分析を行うことができる施設（専用室）であり、全国の９つの大学と３つの行

政機関に設置されている（2019 年７月１日現在）。 
なお、オンサイト施設以外で統計ミクロデータを利用する方法として、総務省統計局よ

り磁気媒体による調査票情報の提供を受けるというやり方がある。 

図表 I-1 統計ミクロデータとは 

 
    図表 I-2 オンサイト施設の利用イメージ 

 
(資料) 統計ミクロデータ利用ポータルサイト（miripo）掲載資料 
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２. マニュアル作成の位置づけ 

総務省統計局統計データ利活用センター（以下、「利活用センター」）では、2019 年度に

「統計ミクロデータを活用した行政課題解決に関する調査研究」（以下、「調査研究」）を実

施し、地方公共団体の行政課題に対して、統計ミクロデータを活用した課題解決のための

モデル構築を試行した。 
このマニュアルは、上記の調査研究において実施した統計ミクロデータを活用した分析

について、データ収集から分析までの手順を一般化して整理することにより、他の地方公

共団体の職員の方が統計ミクロデータを活用した分析を行う際の助けとなることを目的

に作成したものである。 
なお、本マニュアルは、オンサイト施設での統計ミクロデータの利用を前提に、作成し

たものである。 
 

３. 本マニュアルの構成 

本マニュアルの構成は、以下に示すとおりである。 
 
１）本マニュアルの位置づけと構成 

２）調査研究で試行的に実施した分析の概要 

３）統計ミクロデータ利活用の流れ 

４）統計ミクロデータを利用した分析 
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II．調査研究で試行的に実施した分析の概要 
 

１. 調査研究の対象とした地方公共団体 

本調査研究では、調査研究の仕様に基づいて、和歌山県と摂津市（大阪府）を調査研究

の対象とした。 
上記の地方公共団体の概要は、以下のとおりである。 

図表 II-1 調査研究の対象とした地方公共団体の概要 

対象団体 人口規模等の概要 

和歌山県 

和歌山県の人口は 964 千人で、全国の都道府県の中で 40 位。 

９市 20 町１村から構成され、最も人口の多い和歌山市の人口は 364 千人で

県内人口の 37.8％を占める。 

摂津市 

（大阪府） 

摂津市は大阪府の北部に位置し、吹田市、茨木市、高槻市、大阪市（東淀川

区）、守口市、寝屋川市に隣接する。 

摂津市の総人口は 85 千人で、全国 815 の市・特別区の中で 331 位、大阪

府内の 43 市町村の中では 24 位。 

(注) 人口は 2015 年国勢調査における総人口。  

 

２. 試行した分析の概要 

(1) 和歌山県調査研究  

和歌山県については、「県内の人口移動の変化に伴う将来の財政負担の拡大」という行

政課題をテーマに調査研究を行った。 

① 利用を想定する統計ミクロデータ 

・国勢調査（年齢、５年前の居住地、従業地、世帯の種類、住宅の種類など） 

② 使用を予定する地方公共団体等が所有するデータ 

・特になし 

③ 分析の概要 

・県内の市町村間での転出入者について、属性（年齢、就業状態、世帯構成、住宅の種類）

を把握することで、流出入の傾向を把握した。 
・転出入者の属性と転出入に影響すると考えられる要因の関係を分析した。 
・県内移動の傾向を踏まえた将来の人口構造が市町村財政に与える影響について考察した。 

 

(2) 摂津市調査研究（北大阪地域における人口移動の詳細分析） 

摂津市については２つの調査研究を行ったが、そのうちの一つは「人口減少社会におけ

る流出（都市圏内）抑制、定住促進」という行政課題をテーマに、以下に示す分析を行っ

た。 
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① 利用を想定する統計ミクロデータ 

・国勢調査（年齢、５年前の居住地、従業地、世帯の種類、住宅の種類など） 

② 使用を予定する地方公共団体等が所有するデータ 

・住民基本台帳（年齢、市内居住地、転出入相手先） 

③ 分析の概要 

・自市からの流出者、自市への流入者について、属性（年齢、従業地、世帯構成、住宅の種

類）を把握することで、流出入の傾向を把握した。 
・周辺市を対象に、同様のデータ整理を行った上で、各市の人口流出入の状況を比較する

ことで摂津市の特徴を分析した。 
・居住地と通勤先の関係を整理し、通勤圏の分布状況を把握することで、転出入の傾向分

析の参考とした。 
 

(3) 摂津市調査研究（介護状態等への影響要因の分析） 

摂津市の二つ目の調査研究では、「要介護者等増加への対応」という行政課題をテーマ

に、以下に示す分析を行った。 

① 利用を想定する統計ミクロデータ 

・国勢調査（年齢、就業状態、世帯の種類（３世代同居）など） 

② 使用を予定する地方公共団体等が所有するデータ 

・介護保険データ（個人別の要介護度） 
・住民基本台帳データ（居住地域別の世帯人員構成（年齢・男女別）） 

③ 分析の概要 

・市が所有する介護保険の個人データと住民基本台帳のデータを組み合わせたデータを整

備し、これを国勢調査のデータと接続して分析することで、介護状態等と 5 年、10 年前

の就業状態、世帯の種類（３世代同居の有無）等との関係を分析した。 
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III．統計ミクロデータ利活用の流れ 
 

統計ミクロデータを利用した分析を行うためには、以下に示す手順で分析の計画とデー

タ利用に必要な手続等を行う必要ある。 
 

１. 分析計画の立案 

(1) 分析目的等の整理 

はじめに、どのような行政課題を対象に、どのような仮説に基づいて、何を明らかにす

ることを目指すのかなど、分析の目的等を整理する。 
 

(2) 分析に利用するデータの選定 

分析目的に基づいて、分析に利用できると考えられるデータを選定する。ここでの利用

データの選定に当たっては、地方公共団体内で実施された過去の調査や他団体、国等で実

施された類似の研究等も参考にする。 
利用可能なデータは、地方公共団体や国が保有する（統計ミクロデータ以外の）データ、

統計ミクロデータ、その他の公開データに分けて検討する。 

① 地方公共団体や国が保有するデータ 

分析の入り口として概況を把握するとともに、統計ミクロデータの分析対象範囲を検討

するためにも、地方公共団体や国が公開している（統計ミクロデータ以外の）データの中

で利用可能なものを選定する。 
特に、収録データの充実が進む総務省統計局の政府統計ポータルサイト（e-Stat）には、

様々な分野の統計データが掲載されているため、事前に確認することが重要である。 
また、統計ミクロデータの集計範囲が正しいかどうか確認する上でも、該当する統計調

査の公表値を確認することは必要である。 

② 統計ミクロデータ 

統計ミクロデータ利用ポータルサイト（miripo）を使用し、利用可能なミクロデータ（統

計の名称、期間等）を確認する。 

図表 III-1 統計ミクロデータ利用ポータルサイト（miripo） 

 
https://www.e-stat.go.jp/microdata/ 

https://www.e-stat.go.jp/microdata/
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●利用可能な統計調査 
https://www.e-stat.go.jp/microdata/data-use 

 
上記の利用可能な統計調査に掲載された一覧表から、ミクロデータのデータレイアウト

を確認することができる。 

③ その他の公開データ 

地方公共団体や国以外の公的機関や民間企業等が公表しているデータの中に、分析に利

用できるものがないか確認する。 
 

２. オンサイト施設の利用申請手続き 

オンサイト施設で統計ミクロデータを使用した分析を行うためには、事前に利用申請が

必要である。 
 

３. 統計ミクロデータの加工・集計・分析 

ここでの作業がミクロデータ分析の中心的な作業となるが、重要なのは、できる限りの

準備を事前に行い、オンサイト施設での作業時間を短縮することである。 
想定外のトラブルでオンサイト施設での作業時間が長引くことがあるため、オンサイト

施設でなくてもできることは、できる限り事前に済ませておくことが望ましい。 
 

(1) オンサイト施設でのミクロデータの収録状況・レイアウトの確認 

オンサイト施設の利用が可能となったら、分析に使用するミクロデータにアクセスして、

データの収録状況とレイアウトを確認する。分析に必用なデータを抽出するために必要と

なる作業のイメージをもつためにも、このステップは重要である。 
 

(2) 統計ミクロデータの加工・集計方法の検討 

上記(1)でのミクロデータのレイアウトの確認結果を踏まえて、ミクロデータの加工（分

析に必用なデータの抽出）、集計作業の方法を詳細に検討する。 
大容量のミクロデータから分析に必用なデータを抽出するためには、複数ステップの加

工が必須となるため、オンサイト施設での作業を効率的に進めるためにも、ここでの検討

は極めて重要である。 
 

(3) 統計ミクロデータの加工 

上記(2)で検討したミクロデータ加工作業の方法に基づいて、オンサイト施設にて分析に

必用なデータ抽出等の作業を行う。 
ここでの加工作業に当たり、Excel のマクロ機能等を使用する場合には、マクロ等の作

成作業はオンサイト施設の利用前に完了し、事前申請を行って施設内の専用 PC で読み込

めるようにしておくことが望ましい。 
 

https://www.e-stat.go.jp/microdata/data-use
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(4) 統計ミクロデータの集計 

上記(2)で検討したミクロデータ集計作業の方法に基づいて、オンサイト施設にて抽出し

たミクロデータの集計作業を行う。 
ここでの集計作業に当たり、Excel のマクロ機能等を使用する場合には、マクロ等の作

成作業はオンサイト施設の利用前に完了し、事前申請を行って施設内の専用 PC で読み込

めるようにしておくことが望ましい。 
また、集計作業と合わせて、秘匿対象となる値の有無の確認と秘匿処理が必用な場合の

対応を合わせて行うことが必用である。 
 

４. オンサイト施設からのデータの持出申請手続き 

オンサイト施設にてミクロデータから作成した集計表を持ち出すためには、事前に利用

申請が必要である。   
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IV．統計ミクロデータを利用した分析 
 

ここでは、調査研究で実施した和歌山県、摂津市を対象とする統計ミクロデータを利用

した分析を例に、統計ミクロデータの具体的な利用方法について紹介する。 

■ オンサイト施設での PC 作業環境等に関する留意事項 

・オンサイト施設では、施設内に設置された指定の専用 PC を使用して、ミクロデータ

の加工、集計・分析を行う。（分析者が所有する PC の持込は禁止されている。） 
・オンサイト施設でのデータ加工、集計・分析に利用するデータやプログラムは、事前

申請を行うことで、施設内の専用 PC で読み込むことが可能である。  
 

１. 統計ミクロデータの加工 

(1) 分析に必要なデータの抽出 

はじめに、オンサイト施設の専用 PC から、所定のサーバに保存された加工前のミクロ

データにアクセスし、分析に必用なデータを抽出する。利用するミクロデータの容量が小

さい場合には、抽出作業を行わずに集計を行うことが可能であるが、国勢調査など非常に

容量の大きなミクロデータを扱う場合には、元データからの抽出作業は不可欠である。 

《作業上の留意事項等》 

1) 大容量データの読込・抽出はエディターソフトを利用 
・国勢調査のミクロデータは都道府県単位に分割されているが、人口の多い都道府県に

ついては、Excel でデータを読み込むことができない。（2015 年国勢調査の大阪府の人

口（データ行数）は約 884 万人であるのに対し、Excel の最大行数は約 105 万行。） 
・このため、EmEditor などの読込可能行数の大きなエディターソフトを利用して、デー

タを読み込まなければならない。EmEditor を利用すれば、特定項目の値を指定して分

析に必用なデータを抽出し、必要部分のデータのみを保存することができる。 

2) 分析に必用な項目の事前検討と絞り込み 事前準備 
・国勢調査のミクロデータには非常に多くの項目が収録されているため、分析に不必要

な項目を削除してデータ容量を削減することにより、全体としての集計・分析作業の

時間を短縮することができる。 
・分析に不要な項目を削除するためには、必要な項目を事前に検討して絞り込んでおく

必要がある。多くの収録統計については、ミクロデータのデータレイアウト（例：図表

IV-1）が公表されているため、これを参考に分析に必用な項目を事前に検討しておくこ

とで、オンサイト施設での作業を効率的に進めることができる。 
・項目をどこまで絞り込むかについては、事前に十分に検討する必要がある。あまり絞

り込まずに分析に進むとデータ容量が大きくなり、その後の加工、集計作業に大きな

負荷が生じるが、分析の自由度は高くなる。一方、最初の段階で項目を絞り込むとデー

タ容量が小さくなり、その後の加工、集計作業の負荷は軽減されるが、分析の自由度は
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低くなる。（一度削除した項目を復活させるためには、直前までの作業をもう一度繰り

返す必要がある。） 

図表 IV-1 2015 年国勢調査 基本集計データレイアウト 

 
(注) データレイアウトは、収録データの項目名称や記号の区分を整理したものであり、実際の収録

データのレイアウトを示すものではない。 

(資料) 統計ミクロデータ利用ポータルサイト（miripo）掲載資料 

●調査研究で行った分析に必用なデータの抽出作業 

【和歌山県調査研究】 

・国勢調査（2015 年）の統計ミクロデータの中から、和歌山県のデータを対象に、以下

に示す手順で分析に必要なデータを抽出した。 
a）５年前の居住地が県外のデータを除外 
b）a）の中から現住所が和歌山市のデータを抽出 
c） b）の中から５年前の居住地が「県内の和歌山市以外の市町村」「和歌山市内の現

在地以外」「現在地」の３つのデータをそれぞれ抽出 

【摂津市調査研究】 

・国勢調査（2015 年）の統計ミクロデータの中から、大阪府のデータを対象に、以下に

示す手順で分析に必要なデータを抽出した。 
a）2010～2015 年の間における摂津市への転入者 
b）2010～2015 年の間における摂津市からの転出者（2015 年時点大阪府居住者） 
c）上記と同様の条件で、吹田市、茨木市についても抽出。  
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(2) データの接続 

オンサイト施設で利用可能なミクロデータと地方公共団体等が保有する外部データ、ま

たは、オンサイト施設内の複数のミクロデータを接続することにより、独自のミクロデー

タを作成することも可能である。このように、データ接続によって作成される独自のミク

ロデータを利用すれば、オンサイト施設で提供される元々の統計調査の範囲を超えて、分

析の領域を大きく拡張することができる。 

《作業上の留意事項等》 

1) 外部データをオンサイト施設で利用するための手続き 事前準備 
・地方公共団体等が保有する外部データをオンサイト施設内の専用 PC に読み込んで利

用できるようにするためには、オンサイト施設への事前申請が必要である。 

2) データ接続に使用するキー項目の検討・作成 事前準備 
・地方公共団体が保有するデータ（住民基本台帳や特定分野の個人別一覧など）に個人

を特定するための情報が収録されても、国勢調査のミクロデータには個人を特定する

ための情報（氏名や詳細な住所）は収録されていない。 
・このため、オンサイト施設内のミクロデータと外部データ、または、オンサイト施設

内の複数のミクロデータを接続するためには、相互のデータを個票（個人）単位で結び

つけるためのキー項目の作成が必要となる。 
・例えば、国勢調査のミクロデータに収録されている住所（町丁名まで）、生年月（日は

非収録）、性別のデータを組み合わせると、Ａ市Ｂ町Ｃ丁目に住む yyyy 年 mm 月生ま

れの男性といったキー項目が作成できる。地方公共団体の保有データについても同様

のキー項目を作成することで、相互のデータを個人単位で結びつけることができる。 
・上記の例で、Ａ市Ｂ町Ｃ丁目に住む yyyy 年 mm 月生まれの男性が複数名存在する場

合には、一対一でデータを結びつけることができないため、相互のデータに共通する

項目をさらに追加したキー項目を作成する必要がある。 
・国勢調査のミクロデータに収録されている世帯番号の項目を利用して、本人のデータ

に同一世帯内の他の人員の生年月と性別のデータを追加したキー項目を作成すること

で、キー項目の値が全く同一となるデータを限りなくゼロに近づけることが可能と考

えられる。（国勢調査では同一世帯となっている世帯人員が住民基本台帳では複数世帯

に分離しているなど、世帯の構成員が一致していないケースがあることに注意が必要。） 

●調査研究で行ったデータの接続作業 

【摂津市調査研究】 

・以下に示すキー項目を使用して、摂津市保有の要支援・要介護者一覧と国勢調査（2010、
2015 年）の統計ミクロデータを個人単位で接続した。 
a）国勢調査の個人別データ：住所（町丁名まで）、生年月、性別 
b）摂津市保有の要支援・要介護者一覧：住所、生年月日、性別 
c）a）b）のキー項目の照合により接続できなかったデータを対象に、上記情報に世

帯人員を加えたキー項目を追加作成して、第２段階の照合、接続を行った。  
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２. 統計ミクロデータの集計 

(1) 抽出・接続データの集計  

分析に必用なデータの抽出、外部データ等との接続作業が完了した加工済みのミクロデ

ータを使用して集計作業を行い、外部持出可能なデータ（集計表）を作成する。（加工済み

のミクロデータは、個票（個人）単位のデータであるため、そのまま外部に持ち出すこと

はできない。） 

《作業上の留意事項等》 

1) 加工後ミクロデータの行数・容量の確認と集計ソフトウェアの検討 事前準備 
・集計に使用する加工後のミクロデータの行数や容量を確認し、施設内の専用 PC でど

のソフトウェアを利用して集計作業を行うかを検討する必要がある。 
・加工後のミクロデータが Excel で読み込み可能な行数の範囲内であり、データ容量的

にも施設内の専用 PC で作業可能な程度に収まっていれば、普段の業務で使い慣れて

いる Excel を利用して集計作業を行うことができる。 
・一方、加工後のミクロデータの行数、容量から、Excel での作業が難しい場合には、R
などの統計解析専用ソフトの利用をして集計作業を行う必要がある。 

2) 集計内容の事前検討 事前準備 
・加工後のミクロデータの集計内容については、分析目的を踏まえて、事前に詳細に検

討しておく必要ある。 
・集計後の値が一定の条件（10 以上であることなど）を満たしていないと、集計結果を

外部に持ち出す際に、秘匿処理をしなければならない。分析に必用な部分が秘匿対象

となってしまうと、分析そのものの意味がなくなってしまう場合もあるため、集計後

の値が概ねどの程度になるか、e-Stat を利用して可能な範囲で事前確認することも重

要である。 

3) Excel や Access を利用した集計 
・Excel を利用して集計作業を行うに当たっては、ピボットテーブルや関数を使用する

ことになる。 
・Access を利用すれば、Excel では行数制限のために不可能であった集計が可能となる

場合がある。（Access には読込可能なデータ容量の制約がある。） 

4) 統計解析専用ソフトを利用した集計 
・R などの統計解析専用ソフトを利用すれば、Excel では不可能な大容量のミクロデー

タの集計が可能である。 
・R では、コマンドを入力すれば、多数のクロス集計を一気に行うこともできるため、

集計内容によっては、Excel で作業可能なデータであっても、R を利用する方が集計作

業が短時間でできる可能性もある。 
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(2) 集計データの秘匿処理 

加工後のミクロデータから作成される集計表を外部に持ち出すためには、全ての集計値

について秘匿処理が必要でないかどうかを確認しなければならない。 

《作業上の留意事項等》 

1) 秘匿処理が必要となる条件の確認 事前準備 
・加工後のミクロデータから作成される集計表の値について、秘匿処理が必要となる条

件を事前に確認していくことが必要である。 
・集計表の中から、秘匿処理が必要な箇所を特定して適切な秘匿処理を行うのには、相

当な作業時間を要するため、注意が必要である。 
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３. 集計結果の分析（例） 

以下では、統計ミクロデータの集計結果の分析例として、調査研究で実施した和歌山県

と摂津市の分析結果の一部を紹介する。 
 

(1) 和歌山市への転入者の特徴の分析（和歌山県調査研究）  

国勢調査の統計ミクロデータを利用し、50 歳代以上の年齢階級を対象に、県内他市町村

からの転入者（以下、「転入者」）、和歌山市内転居者（以下、「市内転居者」）、和歌山市内

の現住所での居住継続者（以下、「市内現住所居住者」）ごとに、属性別の集計を行った。 
年齢階級別に他市町村から和歌山市の転入者を抽出してこれを属性別に集計するとい

う分析は、統計ミクロデータの利用なくしては実施できないものであり、転居者の実態を

詳細に把握するための貴重な分析となった。 

① 転入者の世帯区分 

世帯区分については、70 歳代以上の転入者と市内転居者で、「病院・療養所・社会施設

の入居者」の比率が 50％を超えており、介護施設等への入所を機に転入、転居する高齢者

が多いことが分かる。転入者では、60 歳代においても２割弱が「病院・療養所・社会施設

の入居者」となっている。 

図表 IV-2 和歌山市への転入者・市内転居者・市内現住所継続居住者の世帯区分 

  

  

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

他市町村転入（n=466）

和歌山市内転居（n=3,467）

和歌山市内現住所（n=40,066）

50歳代【2010年】

一般の世帯 一人世帯 病院・療養所・社会施設の入居者

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

他市町村転入（n=471）

和歌山市内転居（n=3,252）

和歌山市内現住所（n=38,126）

50歳代【2015年】

一般の世帯 一人世帯 病院・療養所・社会施設の入居者

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

他市町村転入（n=351）

和歌山市内転居（n=3,391）

和歌山市内現住所（n=52,518）

60歳代【2010年】

一般の世帯 一人世帯 病院・療養所・社会施設の入居者

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

他市町村転入（n=337）

和歌山市内転居（n=3,045）

和歌山市内現住所（n=48,244）

60歳代【2015年】

一般の世帯 一人世帯 病院・療養所・社会施設の入居者

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

他市町村転入（n=757）

和歌山市内転居（n=5,448）

和歌山市内現住所（n=58,257）

70歳代以上【2010年】

一般の世帯 一人世帯 病院・療養所・社会施設の入居者

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

他市町村転入（n=908）

和歌山市内転居（n=7,019）

和歌山市内現住所（n=65,549）

70歳代以上【2015年】

一般の世帯 一人世帯 病院・療養所・社会施設の入居者
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② 転入者の労働力状態 

労働力状態をみると、60 歳代では 3～4 割が「仕事」に従事していることが分かる。 
70 歳代以上になると、「仕事」に従事する比率は大きく低下するが、転入者、市内転居

者の比率は市内現住所居住者よりも低くなっており、60 歳代にしていた仕事を辞めて移

動していることがうかがわれる。 

図表 IV-3 和歌山市への転入者・市内転居者・市内現住所継続居住者の労働力状態 

  

  

  

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

他市町村転入（n=463）

和歌山市内転居（n=3,400）

和歌山市内現住所（n=39,412）

50歳代【2010年】

仕事 休業・失業 家事 通学・その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

他市町村転入（n=470）

和歌山市内転居（n=3,250）

和歌山市内現住所（n=37,950）

50歳代【2015年】

仕事 休業・失業 家事 通学・その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

他市町村転入（n=337）

和歌山市内転居（n=3,200）

和歌山市内現住所（n=49,888）

60歳代【2010年】

仕事 休業・失業 家事 通学・その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

他市町村転入（n=334）

和歌山市内転居（n=3,010）

和歌山市内現住所（n=47,733）

60歳代【2015年】

仕事 休業・失業 家事 通学・その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

他市町村転入（n=736）

和歌山市内転居（n=5,246）

和歌山市内現住所（n=53,753）

70歳代以上【2010年】

仕事 休業・失業 家事 通学・その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

他市町村転入（n=896）

和歌山市内転居（n=6,919）

和歌山市内現住所（n=63,787）

70歳代以上【2015年】

仕事 休業・失業 家事 通学・その他



15 

(2) 摂津市と隣接２市の転入者・転出者の特徴の分析  

国勢調査の統計ミクロデータを利用し、摂津市及び摂津市と隣接する吹田市、茨木市の

２市を対象に、世帯主の年齢階級別の転入者、転出者の属性について集計を行った。 
世帯主の年齢に着目して転入者、転出者を抽出した分析は、統計ミクロデータの利用な

くしてはできないものであり、転出入の実態を詳細に把握するための貴重な分析となった。 

① 転入・転出者の住宅の種類・所有関係 

住宅の種類・所有関係では、摂津市と茨木市は多くの世帯主年齢階級で同様の傾向を示

している。特徴が出ているのは吹田市であり、30 歳代、40 歳代（転入）で、他の２市と

比べて「持ち家」の比率が高くなっている。 

図表 IV-4 摂津・吹田・茨木市への転入・転出者の住宅の種類・所有関係 

  

  

  

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

摂津市（n=5,023）

吹田市（n=16,865）

茨木市（n=12,458）

20～40歳代計【転入】

持ち家 公営借家 民営借家 会社寮等 その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

摂津市（n=4,303）

吹田市（n=13,064）

茨木市（n=9,931）

20～40歳代計【転出】

持ち家 公営借家 民営借家 会社寮等 その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

摂津市（n=1,113）

吹田市（n=2,627）

茨木市（n=2,499）

20歳代【転入】

持ち家 公営借家 民営借家 会社寮等 その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

摂津市（n=752）

吹田市（n=2,709）

茨木市（n=1,754）

20歳代【転出】

持ち家 公営借家 民営借家 会社寮等 その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

摂津市（n=2,469）

吹田市（n=8,962）

茨木市（n=6,539）

30歳代【転入】

持ち家 公営借家 民営借家 会社寮等 その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

摂津市（n=2,186）

吹田市（n=5,972）

茨木市（n=5,034）

30歳代【転出】

持ち家 公営借家 民営借家 会社寮等 その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

摂津市（n=1,444）

吹田市（n=5,407）

茨木市（n=3,555）

40歳代【転入】

持ち家 公営借家 民営借家 会社寮等 その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

摂津市（n=1,397）

吹田市（n=4,438）

茨木市（n=3,194）

40歳代【転出】

持ち家 公営借家 民営借家 会社寮等 その他
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② 転入・転出者の６歳未満世帯人員の数 

６歳未満世帯人員の数については、20 歳代（転入）で摂津市の１人以上の比率が他の２

市よりもやや高くなっている。一方、30 歳代、40 歳代（転入）では、吹田市で１人以上

の比率が高くなっている。 

図表 IV-5 摂津・吹田・茨木市への転入・転出者の６歳未満世帯人員の数 

  

  

  

  

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

摂津市（n=5,023）

吹田市（n=16,865）

茨木市（n=12,458）

20～40歳代計【転入】

0人 1人 2人 ３人以上

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

摂津市（n=4,303）

吹田市（n=13,064）

茨木市（n=9,931）

20～40歳代計【転出】

0人 1人 2人 ３人以上

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

摂津市（n=1,113）

吹田市（n=2,627）

茨木市（n=2,499）

20歳代【転入】

0人 1人 2人 ３人以上

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

摂津市（n=752）

吹田市（n=2,709）

茨木市（n=1,754）

20歳代【転出】

0人 1人 2人 ３人以上

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

摂津市（n=2,469）

吹田市（n=8,962）

茨木市（n=6,539）

30歳代【転入】

0人 1人 2人 ３人以上

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

摂津市（n=2,186）

吹田市（n=5,972）

茨木市（n=5,034）

30歳代【転出】

0人 1人 2人 ３人以上

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

摂津市（n=1,444）

吹田市（n=5,407）

茨木市（n=3,555）

40歳代【転入】

0人 1人 2人 ３人以上

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

摂津市（n=1,397）

吹田市（n=4,438）

茨木市（n=3,194）

40歳代【転出】

0人 1人 2人 ３人以上
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(3) 高齢者の労働力状態・従業地と介護状態の関係の分析（摂津市調査研究） 

国勢調査と摂津市保有の要支援・要介護者一覧のデータを接続して、国勢調査による世

帯の状況、就業状況等の情報と介護状態の情報が個人単位で整理された独自のデータセッ

トを作成し、集計・分析を行った。 
データ接続上の技術的な難しさはあるものの、地方公共団体がもつ個人データと統計ミ

クロデータを接続して分析するという手法は、統計ミクロデータの高度利用の一形態とし

て今後の分析の可能性を広げるものである。 

① 要支援・要介護度と労働力状態の関係 

2010 年時点での労働力状態と 2015 年における要支援・要介護者数の国勢調査における

年代別労働力状態別総数1に対する割合の関係を、2010 年の年代別にみると、どの年代も

「主に仕事」は、仕事をしていない「その他」に比べて要支援・要介護の割合が低い。こ

のことから、健康である（要支援・要介護状態にない）から仕事ができているという側面

はあるものの、全体としては仕事が仕事との関わりが強いほど、高齢になっても要支援・

要介護にならずに健康状態を維持できている方が多いことがうかがわれる。 

図表 IV-6 要介護度（2015 年）と労働力状態（2010 年）の関係（年齢階級別） 

 
  

                                                   
1 ここでの年代別労働力状態別総数は、国勢調査のミクロデータから、住所（町丁名まで）、生年月、性別で重複がないこ

とが確認された者のみを対象とする集計値。 
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② 要支援・要介護度と従業地の関係 

2010 年時点での従業地区分と 2015 年における要支援・要介護者数の国勢調査における

年代別従業地区分別総数2に対する割合の関係を、2010 年の年代別にみると、どの年代も

「自市区町村で従業」等、自宅から離れた場所に通勤している場合は「従業していない」

に比べて要支援・要介護の割合が低い。また、「他市区町村で従業」はさらに割合が低い。

このことから、健康である（要支援・要介護状態にない）から遠くまで通勤できていると

いう側面はあるものの、全体としては通勤場所が遠いほど、高齢になっても要支援・要介

護にならずに健康状態を維持できている方が多いことがうかがわれる。 

図表 IV-7 要介護度（2015 年）と従業地（2010 年）の関係（年齢階級別） 

     
 

 

                                                   
2 ここでの年代別従業地区分別総数は、国勢調査のミクロデータから、住所（町丁名まで）、生年月、性別で重複がないこ

とが確認された者のみを対象とする集計値。 
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